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研究成果の概要（和文）：　本課題は人口高齢化が地域政策に与える影響について、日米間の国際比較を行っ
た。まず、人口高齢化がインフラ投資や教育といった地域の投資的政府支出に与える影響は日米間で必ずしも同
じではなかった。理由として、地方分権が進んだアメリカでは人口移動が活発であり、「足による投票」によっ
て政策への選好を表明している可能性を挙げた。
　次に、人口高齢化が企業負担に与える影響についても実証分析を行った。日米とも高齢化率が高い地域で法人
税収が低い傾向があることが確認された。最低賃金について行った日米比較では、日本ではアメリカと異なり、
高齢化率が高い地域で最低賃金が高い傾向が見られた。

研究成果の概要（英文）：This project involved an international comparison between Japan and the 
United States regarding the impact of population aging on regional policies. First, the impact of 
population aging on regional investment spending, such as infrastructure investment and education, 
has not necessarily been the same between Japan and the United States. The reason for this is that 
in the United States, where decentralization has progressed, there is active interregional 
population movement, and that people express their policy preferences through ``voting with their 
feet.''
Next, we conducted an empirical analysis of the impact of population aging on corporate burdens. It 
was confirmed that in both Japan and the United States, corporate tax revenues tend to be low in 
regions with high aging rates. A comparison of the minimum wages between Japan and the US shows 
that, unlike in the US, minimum wages in Japan tend to be higher in areas with a high aging rate.

研究分野：公共経済学

キーワード： 人口高齢化　シルバー民主主義　地方分権　人口移動　インフラ投資　教育　法人税　最低賃金

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　第一に、人口高齢化の影響が国によって異なることを、日米のパネルデータを用いた分析によって明らかにし
たことである。日本は先進国の中でも人口高齢化のスピードと度合いにおいて抜きんでているが、日本の経験を
そのまま他の先進国に当てはめて対応策を実行しても、期待した効果が得られない可能性があることを示した。
　第二に、人口高齢化が投資的政府支出、経済成長に与える負荷を、地方分権という制度設計によって軽減でき
ることを示したことである。地方分権が促す「足による投票」、すなわち地域間人口移動が、若者、高齢者それ
ぞれの世代が満足できる地域経済の実現につながることを示した。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 
我が国の人口高齢化の程度、進行の速度は、先進国の中でも抜きんでている。本研究は、人口
高齢化が政治過程を経て、どのように政府の支出決定に影響を及ぼしているかを、人口高齢化の
進度が異なる日本とアメリカのデータを用いて検証する。 
 地域内の投票者の政策への選好が、その投票者がライフ・サイクルのどのステージにいるのか
に依存し、かつ、政府が採用する政策が枢軸的な投票者の選好を反映するならば、地域内人口の
年齢構成の変化は、政府の予算配分、実行される政策に影響を与えるはずである。Black (1948)
や Downs (1957)が導いた中位投票者定理は、政策空間が 1次元であり、投票者の選好が単峰性
を満たすとき、多数決投票の結果、中位投票者が好む政策が採択されることを示す。実際の選挙
において争点が 1 次元であることは稀だが、中位投票者定理から導き出される、政府予算は多
数派を形成する年齢層が好む政策に重点的に配分される、という含意は、検証するに足る、興味
深い仮説である。 
人口高齢化によって有権者の人口構成が高齢化し、選挙過程を通じて高齢者の政治への影響
力が増すことによって、高齢者が好む政策が優先的に行われ、若者向けの政策の実行が後回しに
される傾向は、「シルバー民主主義」という言葉で表現されてきた。本研究は「シルバー民主主
義」が実際にどのように生じているかを明らかにするために、投票者の年齢によって、政策から
の便益を享受できる時間の長さに差異があることに着目する。使用できる財源が限られている
ときに、財源を複数の政策間にどのように配分するかという問題を考えた場合、若い投票者は、
長期にわたって便益を生み出す政策に重点的に予算を配分することを好み、高齢の投票者は、短
期間に集中的に便益を生み出す政策に重点的に予算を配分することを好むと予想できる。なぜ
ならば、高齢の投票者は、遠い将来の便益を享受できる可能性が小さいからである。 
このように、人口構造の変化と年齢による政策選好の相違は、政治過程を経て政府の予算配分
に影響を与え、ひいては経済成長に影響を与えると予想される。 
 
 
２．研究の目的 
 
本研究は人口高齢化が、政府の人的・物的資本への投資にどのような影響を与えるかを、政治
経済学的アプローチによって、理論的・実証的に明らかにすることを目的とする。 
まず、これまで蓄積された政治経済学的知見に基づいて簡潔な理論モデルを構築し、高齢の投
票者が中位投票者になることによって、インフラや教育のように長い期間にわたって便益を生
み出す公共財の供給よりも、短期的な効果しか持たない公共財供給、あるいは再分配政策に対し
て、政府が支出する割合が増加することを示す。次に、地域が複数存在し、地域間で現役世代の
移動が可能な場合、高齢の投票者による政策選択がどのように変化するかを考察する。 
このように本研究では、高齢世代の政策選好とより若い世代の政策選好とが異なるであろう
ことに着目している。実際に年齢によって、政府に強く要望する政策が異なっているかどうかを、
政府統計によって確認する。 
次に、日本の都道府県レベル、アメリカの州レベルのパネル・データを用いて実証分析を行い、
地域人口の年齢構成の変化が、複数政策間の予算配分にもたらす影響を検証し、理論モデルと整
合的な事実が確認されるかどうかを実証する。人口の年齢構成、経済状況を表す変数のほかに、
選挙年、知事と議会の党派性、中央政府とのつながり等、政治的影響を表す変数を用い、日米間
の政治制度の違いをコントロールする。人口高齢化が、政府の支出配分の変化を通じて、経済成
長にどのような影響を与えるかについて、他の先進国に応用可能な知見を得ることを目指して
いる。 
 都道府県レベル、州レベルのデータを使用する理由は、ある程度の期間にわたるパネル・デー
タの構築が可能なこと、都道府県も州も公共部門の階層構造において、中央政府と基礎的自治体
の中間に位置しており、共通点が多いこと、の 2つである。たとえば、我が国で都道府県ごとに
異なる税率の法人事業税を課すことが可能であるように、アメリカでも州ごとに法人税率が異
なる。ただし、大統領制か議院内閣制か、地方分権的か中央集権的か、など、重要な点で異なる
性質を持つ両国を対象とするので、制度的・政治的要因の影響をできるだけコントロールする。
具体的には、知事選挙年や知事選挙前年を表す変数を用いて両国の政治家の再選動機を抽出し
たり、地方議会議員と中央政府与党の結びつきの強さを表す変数を採用して、中央から地方への
財源移転が与える影響についても考察する。特に日本では、国からの補助金が、道路建設を初め
とした過剰な公共投資に結びついている可能性が頻繁に指摘されてきた。一方で、衆議院議員選
挙における小選挙区比例代表並立制の導入や、2000 年代の小泉政権による公共投資の抑制が、
補助金予算獲得における中央の族議員の圧力を弱めたという指摘もある。このような政治的要
因については、都道府県出身与党国会議員数、地方議会における与党議員議席割合、年次ダミー
などを用いてコントロールする。また、任意の地域の政府が成長につながる政策分野への支出を



重視するのか、あるいは分配を重視するのかは、知事や議員が所属する政党のイデオロギーにも
依存するだろう。知事の所属政党、地方議会内での特定政党出身議員の議席割合などの変数を用
いて、党派性の影響もコントロールする。 
このように、人口高齢化が、経済成長に関連する政策分野への予算配分に与える影響を、政治
経済学的アプローチに基づく理論分析、国際比較を通じて、包括的に明らかにしようとしている
点が本研究課題の独自性である。 
 
 
３．研究の方法 
 
2020 年度は、理論モデル分析、実証分析のためのデータ・ベースの構築と推定作業、2021 年
度は推定作業と結果の分析、2022 年度は分析結果を総括し、国内外の学会での研究発表で得た  
知見を反映させ、英語書籍として出版する。2023 年は日本の地域政策の進展と課題、地方財政
理論が日本の地域政策に与えてきた影響についての考察を加え、日本語書籍として纏める。 
2020 年度中に完了することを予定している理論モデル分析は、研究代表者である寺井が担当
する。2地域を想定し、初めに、現役世代が地域間を移動できない場合、人口高齢化が進み退職
世代の政治への影響力が増大した経済で、人的資本、物的資本への投資が抑制され、現役世代へ
の税が重くなることを示す。次に、2地域間で現役世代の人口移動が可能な場合、現役世代の自
地域への移動を促し、現役世代が提供するサービス価格を低くするために、退職世代は人的資本、
物的資本への投資を増やし、現役世代への税を軽くする誘因を持つことを示す。理論モデルの構
築に当たっては、カリフォルニア大学アーバイン校特別教授であるアミハイ・グレーザー氏に助
言をいただく。グレーザー氏は公共経済学・政治経済学分野の著名な研究者であり、寺井・宮里
が在外研究を行った際の受け入れ教員である。 
このような理論分析の結果から、高齢者人口割合とインフラ、教育、福祉への予算配分割合と
の関係について、実証分析でテストするべき仮説を設定する。同時に、日本の都道府県レベル、
アメリカの州レベルで、経済的要因、政治的要因、人口的要因を把握するためのパネル・データ
を構築し、推定作業を開始する。日本に関する実証分析は研究分担者である宮里が、アメリカに
関する実証分析は研究代表者である寺井が主に担当する。適宜お互いの進捗状況を確認し合い、
お互いに分析への助言を求める。また、特にアメリカに関する実証分析については、アメリカの
政治制度に詳しいアミハイ・グレーザー氏の助言を仰ぐ。 
2021 年度は、高齢者人口割合の増加が地域の投資的政府支出、分配的政府支出に与える影響
についての実証分析を本格化させる。65 歳以上人口割合の影響が日米間で異なるならば、両国
の制度的要因によるものかどうかを検討し、統治構造や政治的意思決定過程の修正によって、政
府の人的資本、物的資本への投資、ひいては経済成長が維持されるかどうかについて考察する。
特に、日本と比較して地方分権化が進んでいると言われているアメリカについての結果と比較
することで、日本における地方分権の推進がどのような影響を持つかについて、考察を深める。 
また、人口高齢化が税収構造、政府の労働市場への介入に与える影響についての実証分析を開
始する。高齢者の多くは退職しており、また働いていたとしても多くはより若い世代より所得が
少ないため、所得税には比較的関心がない一方、財・サービス価格を引き上げる効果を持つ消費
税については、負担増を嫌うかもしれない。また、高齢者の多くは労働力に参加していないため、
地域の雇用削減につながるかもしれない高い法人税率、高い最低賃金への反対は弱いかもしれ
ないし、法人税や労働者への高賃金が財・サービス価格に転嫁されることを予想するならば、強
い政治的圧力を行使して、法人税、最低賃金を低くしようと働きかけるかもしれない。このよう
な推論についても、日米両国のデータを用いて検証を行う。 
2022 年度は、学会や研究会等で研究成果を公表するとともに、内容の改訂に努め、年度中に
英語書籍を刊行する。2023 年度は、日本の地域政策の変遷、地方財政理論を日本の地域政策に
どのように応用することが可能か、といったより具体的な示唆を含む新たな内容を加え、日本語
書籍を刊行する。 
 
 
４．研究成果 
 
分析は当初の計画よりも順調に進展した。2021 年度には分析結果をまとめた英文書籍 The 
Political Economy of Population Aging: Japan and the United States を刊行した。そこで
は、人口高齢化が地域の投資的政府支出に与える影響は日米間で必ずしも同じではなく、地方分
権が進んだアメリカで地域間人口移動が活発なことが、結果の相違に寄与している可能性を指
摘した。特に結果の違いが顕著だったのは、インフラ投資に与える影響である。日本では、地域
の 65 歳以上人口比率の上昇がインフラ投資の顕著な減少を伴っているが、アメリカではこのよ
うな事実は確認されない。固定効果モデルによるパネル・データ分析、操作変数法を用いた分析
からその要因として考えられるのが、両国の統治構造の違いである。アメリカのように分権的な
統治構造の国では、政策決定が地方政府に大きく委ねられているので、多様な地域政策が行われ
るようになる。住民は政策への選好に従って住む地域を選び、政府に、自分の好みに合った政策
を実行するよう、さらに促すことができる。経済の集積とは異なるメカニズムで、政策に誘導さ



れた分住が生じる。一方、日本のように中央集権的な国では、地域間で大きな政策の違いが観察
されず、したがって政策に引き付けられて行う「足による投票」、すなわち、移住による政策へ
の選好の表明が起きにくい。地域間移動が活発でない国では、活発な国に比べて、若い世代が今
住んでいる地域のインフラの充実により強い関心を持つと考えられ、その場合、人口高齢化によ
る若い世代の政治的影響力の低下は、インフラ投資の減少につながる。実証分析の結果は、この
推論を支持している。 
また、日米とも 65 歳以上人口比率が高い地域で法人税収が低い傾向があることも確認された。
他世代に比べて株式、不動産といった資産を多く保有する高齢者は、法人税増税による企業利潤
の圧迫が、株式や不動産の価値の低下につながるといった間接的影響を危惧しているのではな
いかと推察される。最低賃金について行った日米比較では、日本ではアメリカと異なり、高齢化
率が高い地域で最低賃金が高い傾向が見られた。日本で最低賃金近傍の低賃金で働く高齢者が
多いことが、結果の相違につながっている可能性を指摘した。このことは、人口高齢化の影響を
予想する際、国によって異なる慣行や制度の特徴を考慮に入れなければならないことを示唆し
ている。 
 2023 年には、日本語書籍『高齢化の経済学—地方分権はシルバー民主主義を超えられるか』を
出版した。英語書籍に含まれる実証分析の結果や図表を、新たなデータを用いてアップデートし、
主要な地方財政理論の紹介と日本の地域政策の変遷の解説によって、地方財政理論が日本の地
域政策にどのような形で反映されてきたか、あるいは反映されてこなかったかを明らかにした。
本書は雑誌『週刊エコノミスト』、『宣伝会議』において、書評あるいは著者インタビューによっ
て紹介されている。 
 本課題の分析を通して得た結果が、先行研究による知見の蓄積に、さらにどのような貢献を行
うことができたかについて、次の２点に集約することができる。第 1に、人口高齢化の影響が国
によって異なることを、日米のパネル・データを用いた国際比較によって明らかにしたことであ
る。日本は先進国の中でも人口高齢化が際立って急速に進展した国であるが、日本の経験をその
まま他の先進国に当てはめて対応策を実行しても、期待した効果が得られない可能性があるこ
とを示した。第 2に、人口高齢化が投資的政府支出、経済成長に与える負荷を、地方分権という
制度設計によって軽減できることを、理論分析と実証分析の両方によって示したことである。地
方分権が促す「足による投票」、すなわち地域間人口移動が、様々な世代が満足できる地域経済
の実現につながることを示した。 
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